







































































































呼んでいる10）。1999年 4 月に3,229であった市町村が，2006年 3 月には1,821






























































3 ；同法244条の 4 ）。その指定の要件としては，条例で定めること，期間
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流経法学　第 9 巻 第 2 号
51.2％，政令市48.8％，市区町村23.7％であった（総務省自治行政局平成19












































































































































































































































































1 ）日本における下院である衆議院の全議席数は480である。民主党はその 6 割を単独

















































































































の 4 を根拠とする一般制度，合併特例法 5 条の 5 ・ 1 項を根拠とする特例制度があ
る。さらに，地域自治組織には，「地域審議会」（合併特例法 5 条の 4 ・ 1 項），特
別地方公共団体の性格をもつ「合併特例区」（合併特例法5条の 8 ・ 1 項）がある。
19）ニセコ町まちづくり基本条例では，
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